
様式第一号

渋 人鬼  ネト会 戻磨 渋 人三構 △

所在地  長崎県諌早市久 山 1575-1

貸 借 対 照 表

(令和 7年  3月 31日 現在 )

(単位 :千円)

※医療法人整理番号 ■■■■■

資 産 の 部 負 債 の 部

科    目 金   額 科    目 金   額

I 流

現

事

た

前

動

金

業

な

金

金

産

用

資 産

及 び 預

未 収

卸 資

費払

そ の他 の流 動 資 産

Ⅲ 固 定 資 産

1有 形 固 定 資 産

建       物

構   築   物

医 療 用 器 械 備 品

そ の他 の器 械 備 品

車 両 及 び 船 舶

土       地

建 設 仮 勘 定

2無 形 固 定 資 産

借   地   権

ソ フ ト ウ ェ ア

その他の無形固定資産

3そ の 他 の 資 産

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

保 険 積 立 金

そ の他 の 固 定 資 産

1,276,425

768,471

458,949

24,967

22,954

1,081

1,307,534

1,176,782

1,022,168

19,696

19,119

23,287

112

77,877

14,520

11,852

1,855

7,398

2,599

118,899

3,800

1,225

96,686

17,187

I流 動 負 債

買   掛   金

短 期 借 入 金

未   払   金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預   り  金

賞 与 引 当 金

そ の他 の流 動 負 債

Ⅱ 固 定 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

1,062,480

12,947

801,148

56,970

74,362

1,277

5,559

14,873

95,341

1,009,721

726,125

283,596

負 債 合 計 2,072,202

純 資 産 の 部

科   目 金   額

I積  立  金

設 立 等 積 立 金

繰 越 利 益 積 立 金

Ⅱ 評価・換算差額等

511,757

904,445

△  392,688

純 資 産 合 計 511,757

資 産 合 計 2,583,959 負債・純資産合計 2,588,959



様式第二号

法 人名  社会医療法 人三佼 △ ※医療法人整理番号

所存士拒  岳崎 県諫早市′入山 1575-1

損 益 計 算

(自 令和 6年  4月  1日   至 令和

圭

7年  3月 31日 )

(単位 :千円)

科 目 金 額

I事 業 損 益

A 本来業務事業損益

1事 業 収 益

2事 業 費 用

本 来 業 務 事 業 利 益

B 附帯業務事業損益

1事 業 収 益

2事 業 費 用

附 帯 業 務 事 業 利 益

事  業  利  益

Ⅱ 事 業 外 収 益

受  取  利  息

その他の事業外収益

Ⅲ 事 業 外 費 用

支  払  利  息

その他の事業外費用

経  常  利  益

Ⅳ 特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

そ の他 の特別 利 益

V特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

そ の他 の特 別 損 失

税 弓1前 当 期 純 利 益

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税

法  人  税  等  調  整  額

当 期 純 利 益

352

8,197

2,953,756

2,918,641

35,114

43,649

47,486

△ 3,837

31,277

8,550

13,215

12,749

466

48

26,612

48

0

0

1,277

26,660

1,277

25,382



重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記

1 継続事業の前提に関する事項

該当事項はありません。

2 資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法 (貸借姑照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定)に よつてお ります。

3 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定率法 (た だし、平成 10年 4月 1日 以降に取得 した建物 (附属設備を除く)

及び平成 28年 4月 1日 以降に取得 した建物附属設備並び構築物については、

定額法)に よつてお ります。

(2)無形固定資産

定額法によつてお ります。

4 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については前々会計年度末

の負債総額が 200億円未満であることから法人税法 (昭和 40年法律第 34号 )

における貸倒引当金の繰入限度相当額により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上しております。

(2)賞与引当金

職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当会計年度負

担額を計上しております。

(3)退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務に基づき、

当会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、

当医療法人は、前々会計年度末の負債総額が 200億円未満であることから、簡

便法による期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法によつておりま

す。



5 消費税及び地方消費税の会計処理の方法

税込方式を採用 してお ります。なお、控除対象外消費税等については発生会計

年度の費用 としてお ります。

6 その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項

(1)補助金等の会計処理

固定資産を購入する目的で受取つた補助金等については、交付決定があった会

計年度に一括して収益として計上しております。

(2)リ ース取引の処理方法

リース取引開始日が、前々会計年度末の負債総額が 200億円未満である会計年

度の所有権移転外ファイナンス・リース取引については賃貸借処理によつており

ます。

7 重要な会計方針を変更 した旨等

該当事項はありません。

8 資産及び負債のうち収益業務に関する事項目収益業務からの繰入金の状況に関す

る事項

当医療法人は、収益業務を行っていないため該当事項はありません。

9 担保に供されている資産に関する事項

(1)担保に供している資産

建 物 1,022,168 円千

千計

(2)担保に係 る債務

短期借入金

長期借入金

計

1,022,168 円

778,684

448,589

千円

千円

千円1,227,273

10 法第51条第 1項に規定する関係事業者に関する事項

該当事項はありません。

11 重要な偶発債務に関ずる事項

該当事項はありません。



12 重要な後発事象に関する事項

該当事項はありません。

13 その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項

(1)基本財産の増減の内容及び金額

(単位 :千円)

貸借対照表の

科目

前会計年度末

残高

当該会計年度

の増加額

当該会計年度

の減少額

当該会計年度

末残高

建  物 866,912 18,306 42,527 842,691

土  地 77,877 77,877

合 計 944,790 18,306 42,527 920,569

(2)フ ァイナンス・リース取引の リース料総額及び未経過 リース料の当期末残高

(単位 :千円)

資産の種類 リース料総額 未経過 リース料

当期末残高

医療用器械備品 367,787 219,958

その他の器械備品 149,128 89,787

車両及び船舟白 20,878 13,352

合 計 537,793 323,098

(3)資産から直接控除した貸倒引当金

(単位 :千円)

科 目 債権金額 貸倒引当金 当該債権の

当期末残高

事業未収金 474,019 15,069 458 949



(4)補助金等の内訳並びに交付者、貸借対照表等への影響額

(5)有形固定資産の減価償却累計額   3,231,717千円

(6)千円単位の記載金額は、単位未満を切 り捨てて表示 してお ります。

内訳 交付者

損益計算書

影響額

(単位 :千円)

貸借対照表

影響額

(単位 :千円)

1

諫早市救急医療輪番制病

院運営費補助金 諫早市 4,203

2

医療機関等物価高騰緊急

支援事業支援金 長崎県 2,442

3

医療機関オンライン資格確認

支援事業費補助金 長崎県 565 565

4 その他 1 929 340

合計 9,139 905


